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Ⅰ なぜインド太平洋構想なのか

最初に自由で開かれたインド太平洋構想を進

める背景について，経済，安全保障，社会の 3

つの側面から述べたい。

第一に，経済面からみると，インド太平洋地

域は世界の経済の 5割，人口の 5割を占める成

長センターとして発展を遂げており，日本の経

済成長に取り込んでいく必要がある。21 世紀

に入り，グローバリゼーションやデジタル化の

進展により，中国から東南アジアに至る地域に

加え，インドを含む南アジア，東部から南部に

至るアフリカ，そして太平洋沿岸のラテンアメ

リカなどの新興国が急速に成長してきた。イン

ド太平洋地域では経済成長に伴い，所得水準が
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2016 年 8 月にケニアで開催された第 6回 TICAD 会合で安倍総理大臣が「自由で開かれたインド太平洋

（Free and Open Indo-Pacific（FOIP））」構想を打ち出してから 5年が過ぎた。この間，「自由で開かれた

インド太平洋」という言葉は，北米，アジア，大洋州，欧州に浸透し，また，日本が進める FOIP の下での法

の支配，航行の自由，紛争の平和的解決，自由貿易の推進といった価値観や具体的な協力の柱についても理解

が深まり，米国，豪州，インド，ASEAN，欧州も独自のインド太平洋構想を打ち出した。

2020年に入り，コロナ禍が世界に拡大したが，今後，中長期にわたってインド太平洋地域の安定と繁栄を

実現するためには，「自由で開かれたインド太平洋」構想に共鳴する国々をさらに増やし，コロナ禍への対応

も含め，これらの諸国が連携して進める取組を具体化し，関係国において政府のみならず，産業界，大学・研

究機関など幅広い主体を取り込んで推進していく必要がある。

こうした背景の下，筆者が所属する政策研究大学院大学では，インド太平洋協力研究会を立ち上げ，2020

年 10月にインド太平洋協力に関する日本政府への政策提言を公表した1)。

その後，米国でバイデン新政権が発足し，日米首脳会談やQuad（日米豪印）首脳会議の開催を通じて，イ

ンド太平洋協力の取組が本格化し，また，欧州諸国もインド太平洋への経済・安全保障面での関与を強化する

など，インド太平洋を巡る情勢は更なる進展を遂げている。本稿では，上記の政策提言の内容を土台に，自由

で開かれたインド太平洋構想のこれまでの取組や成果，最近の関係国との協力の動きを振り返りつつ，特に経

済分野を中心とするインド太平洋協力の課題と今後の方向性について論じることとする。



向上し，中間層の台頭により消費市場が拡大し

ている。また，我が国産業が展開するサプライ

チェーンも，中国・ASEANのみならず，周辺

の新興地域まで徐々に広がりを見せており，欧

米諸国も含めた自由で開かれた広域経済圏の構

築に貢献していくことが必要である。

第二に，政治面では，インド洋と太平洋は，

エネルギー供給地域である中近東と日本を結ぶ

シーレーンの要路に位置し，海賊，テロ，大量

破壊兵器の拡散，自然災害，海洋秩序の現状変

更への動き等の様々な安全保障上の課題に直面

している。特に，海洋国家日本としては，一部

の国による東シナ海，南シナ海等の海域におけ

る力による海洋秩序の現状変更の試みに対して

は，ルールに基づく国際秩序の確保，航行の自

由，紛争の平和的解決を目指していくという姿

勢を共有する国々との連携を一層進めることが

肝要である。

第三に，社会面では，コロナ禍に直面する

中，アジアから欧州，アフリカに至る地域で，

一部の権威主義的な国が「豊かで安全な生活」

を目指す国家統制社会モデルを新興国の発展モ

デルとして広げようとしているが，自由や民主

主義を欠いた発展モデルが国家及び国際社会の

持続的な安定・繁栄の達成を導くかどうかは疑

わしい。民主主義・基本的人権等の価値観を共

有する日本と欧米諸国の連携の下，各国におい

て「豊かで自由で安全な生活」を目指し，イン

ド太平洋地域の安定と繁栄を実現していく必要

がある。

Ⅱ 日本政府のこれまでの取組と成果

1．FOIP の規範及び3本柱の協力の確立

日本政府は，FOIP構想の下で共有すべき規範

を提示し，3本柱の協力を推進してきた（図表1）。

各国と共有すべき規範としては，法の支配を

含むルールに基づく国際秩序の確保，航行の自

由，紛争の平和的解決，自由貿易の推進等を規

定している。また，FOIPの実現のための 3 本

柱（①法の支配，航行の自由，自由貿易等の普

及・定着，②経済的繁栄の追求（連結性，EPA

（経済連携協定）／FTA（自由貿易協定）や投

資協定を含む経済連携の強化），③平和と安定

の確保（海上法執行能力の構築，人道支援・災

害支援等））を確立し，具体的な取組につなげ

ている。

特に，①で国際社会の基本原則の普及と定着

を図りつつ，②経済的繁栄の追及，③平和と安

定の確保の 2分野において，関係国との協調の

下，国連海洋法条約の遵守，質の高いインフラ

投資原則の普及，CPTPP・RCEP 等の通商

ルール策定などの国際ルールによる橋渡しや連

結性強化のためのハード・ソフトインフラ整

備，海洋安全保障や人間の安全保障に関連した

キャパシティ・ビルディングなどの具体的な協

力の取組を進めてきた。

また，こうした協力の取組を進めるための協
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図表1 自由で開かれたインド太平洋の具体化

（出典）外務省ホームページ（https://www.mofa.go.jp/mofaj

/files/000430631.pdf）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000430631.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000430631.pdf


力枠組・ツールとして，従来の二国間 ODA

（政府開発援助），日 ASEAN 技術協力協定，

日 ASEAN 統合基金（JAIF）に加え，2019 年

の東アジアサミットの際に新たに対 ASEAN

投融資イニシアティブや日 ASEAN 経済強靭

化イニシアティブを打ち出した。

2．関係国への働きかけと国際協力や国際

ルール遵守の推進

日本政府は，FOIP構想について各国へ働き

かけを行うとともに，FOIPに賛同する国々と

第三国での協力案件を推進し，また，中国等の

一部の国に対しては国際ルール遵守の重要性を

強調してきた（図表2を参照）。

日本からの働きかけにより，米国，豪州，イ

ンド，一部欧州諸国は，各国で独自のインド太

平洋構想を策定し，また，日本は，これら諸国

との間のマルチ・バイの対話を通じて第三国で

の協力の枠組みや具体的な協力案件を打ち出し

てきた。また，米中対立の中で中立性を保つ

ASEAN も「インド太平洋に関するASEAN ア

ウトルック（AOIP）」を採択し，域内の平和

と繁栄に向けて対話国との具体的な協力を進め

ようとしている。我が国としては，同じ価値観

を共有する欧州諸国，カナダ，ニュージーラン

ド等ともインド太平洋構想に関する対話を進め

ている。中国の影響力が強い，アフリカや大洋

州島嶼国との関係では，TICADや太平洋・島

サミット等のトップ外交を通じて FOIPの下で

の規範を共有すべく働きかけ，具体的な開発協

力案件を推進している。

日本は，中国との間でも戦略対話を続けてき

ており，米中対立等の影響もあるが，一帯一路

に関しては 2019 年に北京で開催された国際協

力ハイレベルフォーラムにおいて，習近平国家

主席が「質の高い発展」，「普遍的な国際ルー

ル」，「持続可能性」の重要性を強調し，WTO

改革の積極的な支持，外商投資法の厳格な実

施，市場歪曲的な不合理なルール・補助金・慣

行の撤廃等に言及した。FOIP構想が，中国の

国際ルール遵守を促し，「自由で開かれた」一

帯一路構想へと向かわせている側面もある。

Ⅲ ASEAN，Quad，欧米諸国との

連携の深化

日本は ASEAN，Quad，米国，欧州の有志

国との間で，FOIP の理念・規範を共有しつ

つ，安全保障分野に加え，SDGs，連結性，デ

ジタル，グリーン成長等の広範な分野でインド

太平洋協力の具体化を進めている。

1．日ASEAN首脳会議2)

2020 年 11月 12 日に，日ASEAN首脳会議が

開催され，「インド太平洋に関する ASEAN ア

ウトルック（AOIP）協力についての日ASEAN

共同首脳声明」が発出された。この中でAOIP

と日本が掲げる FOIP構想が，平和と協力を促
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図表2 各国･地域との FOIP に関連する主な連携・協力

（出典）外務省ホームページ（https://www.mofa.go.jp/mofaj

/files/100056238.pdf）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100056238.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100056238.pdf


進する上で関連する本質的な原則を共有してい

ることに留意するとともに，AOIP の 4 分野

（①海洋協力，②連結性，③国連持続可能な開

発目標，④経済等）における日 ASEAN 戦略

的パートナーシップを一層強化していくことが

うたわれた。具体的には，海洋安全保障，海洋

プラスチックゴミ，質の高いインフラ，スマー

トシティ，人的交流，デジタルエコノミー，新

型コロナウイルス対策等の分野で AOIP の実

現に向けた具体的な取組を推進していくことと

なった。

2．日米豪印首脳会議3)

2021年 3月 12 日に，日米豪印首脳テレビ会

議が初めて開催された。日米豪印の首脳は，質

の高いインフラ，海洋安全保障，テロ対策，サ

イバー・セキュリティ，人道支援・災害救援を

始め，様々な分野で実践的な協力が進展してい

ることを歓迎するとともに，ワクチン，重要・新

興技術，気候変動について，それぞれ作業部会

を新たに立ち上げることで一致した。4か国の

首脳は，共同声明において，「自由で開かれた

インド太平洋のための共通ビジョンの下で結束

している」旨表明するとともに，ASEAN の主

体的な取組である「インド太平洋に関する

ASEAN アウトルック」や ASEAN の一体性

及び中心性に対する強い支持を確認した。

3．日米首脳会談4)

2021年 4 月 16日に菅総理大臣が訪米し，バ

イデン大統領と初となる対面での会談を実施

し，普遍的価値で固く結ばれた日米同盟の揺る

ぎない絆を首脳間で再確認するとともに，日米

両国が，同志国とも連携し，「自由で開かれた

インド太平洋」を実現していくとのメッセージ

を力強く発信した。グローバル課題における協

力のため，「日米競争力・強靭性（CoRe）パー

トナーシップ」を立ち上げ，①競争力及びイノ

ベーション（特にデジタル分野），②コロナ対

策，③グリーン成長・気候変動での協力を推進

することとなった。また，デジタル経済及び新

興技術がもたらす可能性を認識し，重要技術を

育成・保護しつつ，半導体を含む機微なサプラ

イチェーンについて連携することで一致した。

4．日 EU定期首脳協議5)

2021年 5月 27日に日 EU定期首脳協議が開

催され，菅総理から，4 月に公表された「イン

ド太平洋における協力のための EU戦略」を歓

迎する旨表明するとともに，EUのインド太平

洋でのプレゼンスを拡大し，日 EU協力を進め

ていくことの重要性を確認し，ASEANの中心

性と一体性，さらに AOIP を支持することを

確認した。気候変動等のグローバルな課題に対

して，「日 EUグリーン・アライアンス」の立

ち上げを発表し，また，日 EU・EPA の着実

な実施，WTO改革やデジタル分野での連携を

確認した。

5．G7サミット6)

2021年 6月 11 日〜13 日に，新型コロナウイ

ルス感染症の世界的拡大以後，初めての対面で

の G7サミットが英国で開催された。インド太

平洋に関しては，菅総理から，日米のみならず，

他の G7各国も具体的な行動を通じて地域への

関与を強化していることを心から歓迎する旨発

言し，G7として，包摂的で，法の支配に基づ

く自由で開かれたインド太平洋を維持すること

の重要性を改めて表明することで一致した。ま

た，菅総理から，G7各国がASEANの中心性・
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一体性や，AOIPを支持し，AOIPに沿って具体

的な協力を進めていくべきである旨発言した。

Ⅳ パンデミック後のインド太平洋地域

の情勢変化

1．コロナ禍により，インド太平洋地域の国

際秩序への脅威が顕在化・増幅

2020 年の年初来，中国・武漢を発生源とし

て世界に拡散したコロナ禍は，インド太平洋地

域における国際秩序への脅威を顕在化・増幅さ

せることとなった。

米中対立は，貿易紛争に留まらず，コロナ禍

の原因究明，5G（第 5世代移動通信システム）

等を巡る技術覇権，南シナ海の領有権，香港で

の国家安全法施行，新疆ウイグル自治区の人権

問題等を巡り激化している。

中国は，情報公開の不透明さにより，世界へ

のコロナの拡散を引き起こすことになったが，

国家統制社会モデルにより国内のコロナ禍を収

束させ，その後，「健康シルクロード」を標榜

し，世界各国にワクチンなど医療物資を供給す

る「ワクチン外交」で先行した。他方，米中対

立に留まらず，豪州の牛肉の輸入制限，インド

との国境紛争，東シナ海への中国公船の侵入，

南シナ海での行政区の設置など，いわゆる「戦

狼外交」と呼ばれるような対決姿勢を前面に出

している。

他方，米国では，トランプ政権でコロナ禍に

対する国内対策に遅れが見られ，人種問題を含

む経済・社会格差の問題に直面し，自国第一主

義・孤立主義的な外交を展開し，米中による競

争関係の根源は中国の統治体制にあるとの認識

を明確にした。バイデン政権では，国際協調路

線に回帰する一方，対中政策では従来の貿易摩

擦や技術覇権競争に加え，民主主義・人権にも

焦点を当て，有志国と連携して中国との戦略的

競争を継続している。

また，コロナ禍は，グローバル・リスク全般

に対する国際的な対応を弱体化させており，従

来の気候変動問題に加えて，パンデミック，サ

イバーなど新たな分野でリスクが高まってい

る。本来，グローバル・リスクには多国間の国

際協調によるグローバル・ガバナンスの強化で

対応すべきだが，現状では，WTOの機能不全

や WHO のパンデミックへの不十分な対応な

どの問題が起きている。

2．需給両面から経済が悪化する一方，デジ

タル経済・社会が拡大・深化

コロナ禍により，供給・需要，所得・雇用面

から経済が悪化する一方，コロナ禍の課題を解

決するためにデジタル経済・社会が拡大・深化

している。

コロナ禍が拡大した当初，医療物資等の緊急

時の輸出制限や国境封鎖などの供給ショックに

よるグローバル・サプライチェーンの寸断が起

きた。その後，アジア諸国では対面サービス・

耐久財の需要急減，所得・雇用の急減など，需

要，所得・雇用面のショック要因により経済が

停滞した。この結果，多くの国で大規模な財政

出動を余儀なくされ，財政赤字が拡大してい

る。また，新型コロナの感染拡大は貧困層を直

撃し，所得・分配面の格差が拡大するなど社会

的弱者が大きな影響を受けている。特に後発途

上国では感染の急増による国民の窮乏化や貧困

層の増大，国家経済の深刻な悪化のリスクが懸

念されている。

他方，コロナ禍の拡大防止の観点からコロナ

テックと呼ばれる非接触型技術が普及し，コロ
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ナ禍によって生じた新たなニーズに対応したビ

ジネス・モデルが生まれ，デジタル・トランス

フォーメーション（DX）と言われるようなデ

ジタル経済・社会の拡大・深化が加速化してい

る。その反面，一部の国では，デジタル技術を

活用して集めたデータが国家により管理され，

市民の監視・管理により社会統治を強化する新

たな「デジタル国家統制社会」が出現するので

はないかとの懸念が指摘されている。

Ⅴ 目指すべき方向性と政策提言

コロナ禍がインド太平洋の国際秩序に与えた

影響を踏まえ，インド太平洋協力研究会の政策

提言では，今後，協力を具体化する上で 4つの

方向性を打ち出した（図表3を参照）。

第一に，「多国間の国際協調体制の維持及び

国際協力の強化」では，ASEAN，大洋州，欧

州等の middle powerと連携した国際協調・協

力や米国・中国との戦略対話を通じた国際秩序

の安定の重要性について強調した。

第二に，「経済・安全保障分野でのルール形

成・遵守等を通じた国際的連携」の中で，特に

経済分野に関しては，通商（WTO改革，メガ

FTA），技術（投資，技術管理），デジタル

（信頼に基づくデータフリーフロー），インフラ

（質高インフラ原則）等の分野で国際ルールを

形成し，遵守を働きかけていくべきとした。

第三に，「技術革新による SDGs やパンデ

ミックの課題解決」では，少子高齢化，都市

化，エネルギー・環境等の従来の課題に加え，

コロナ禍で顕在化した感染症，経済格差，社会

分断，マクロ経済・金融等の新たな課題に対し

て，デジタル・バイオ・エネルギー等の先進的
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（出典）政策研究大学院大学ホームページ（https://www.grips.ac.jp/jp/news/20201029-6702/）
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技術を活用したソリューションの導入により解

決を進めることを提案した。

第四に，「実施体制の強化・参加主体の拡大」

では，日本政府において FOIPの国家戦略や行

動計画を策定するとともに，産業界，大学・研

究機関など幅広い主体との連携の下，FOIPの

協力を具体化し，経済的な実体を持たせていく

ことの必要性について指摘した。

本稿では，こうした協力の方向性に基づいて

とりまとめた政策提言の中で，特に経済分野に

関連した主要な 10項目に焦点を当てて，最近

の政策の動向や今後の展望について述べること

としたい。

Ⅵ インド太平洋協力の政策の動向と

今後の展望

1．海洋協力

中国の急速な軍事力の強化，特に遠洋海軍の

建設やインド洋と太平洋を結ぶ東シナ海，南シ

ナ海等の海域における力による海洋秩序の現状

変更の動きがある中で，AOIPの協力の柱の一

つとして海洋協力が掲げられている。日本とし

ては，日米同盟及び自国の防衛力の強化を期す

とともに，日米豪印の枠組みの活用やASEAN

諸国等との重層的な協力を図ることが必要であ

る。具体的には，南シナ海周辺諸国に対して，

国連海洋法条約を含む国際法に関する能力構築

支援や，IUU（違法・無報告・無規制）漁業へ

の対策を含む海洋法執行能力向上のための支援

等を進めるべきである。また，ルールに基づく

開かれた海洋秩序を守るため，海上における危

機管理のための多国間協定・連絡メカニズムの

整備や共同訓練の実施も進めることが必要であ

る。安全保障以外の分野では，石油・天然ガス

等のエネルギーの開発，海洋プラスチックゴミ

問題の解決，地球温暖化に伴う北極海航路の活

用などが今後の課題となるものと見込まれる。

2．経済安全保障

バイデン政権の発足後も，米中対立は継続し

ており，主要国は半導体等の重要技術の管理と

自国への囲い込みを強化している。インド太平

洋諸国と経済相互依存関係が深い我が国として

は，広範な分野でのデカップリングによるサプ

ライチェーン分断リスクを回避しつつ，半導

体，5G，デジタルプラットフォームなど機微

技術に関わる分野では経済安全保障を確保する

ための規制・制度の適正化や国際ルール作りを

進めていくことが必要である。具体的には，我

が国として調達先の集中度の低減に取り組むと

ともに米国をはじめとする有志国との信頼を軸

としたグローバルサプライチェーン構築に取り

組むべきである。また，重要技術について，所

要の国内制度・輸出管理枠組の検討・整備，執

行を行うとともに，有志国との連携を含め

チョークポイントとなる技術の研究開発・設備

投資を促す必要がある。他方，日本企業は米中

両国の市場にビジネスを展開しており，輸出管

理の強化（特に再輸出規制の強化）への対応と

いう課題に直面している。米中の「板挟み」に

なる日本企業が将来を見越した経営判断ができ

るよう，政府，企業がリスク認識を共有し，緊

密に連携していくような体制の整備が求められ

ている。

3．気候変動・エネルギー

日本としては，カーボンニュートラル実現に

向けたグリーン成長を巡る戦略競争を主導する

側に回り，米欧と連携して協力を具体化し，国
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際ルールの形成を進めることができれば望まし

い。日本は，2021 年 4 月の日米首脳会談で

「野心，脱炭素化及びグリーンエネルギーに関

する日米気候変動パートナーシップ」7)，同年 5

月の日 EU定期首脳協議で「日 EUグリーン・

アライアンス」8)を打ち出し，欧米諸国との間

で，水素，原子力，航空機等の分野での産業協

力や持続可能な金融の促進に向けた協力を進め

ようとしている。また，成長著しいアジアに対

して，あらゆる技術・エネルギー源を活用した

段階的かつ現実的なエネルギートランジション

支援を推進するため，2021年 5月にアジア・

エネルギー・トランジション・イニシアティブ

（AETI）9)を打ち出した。これは，ASEAN に

対してロードマップ策定支援や再エネ・省エ

ネ，LNG等のプロジェクトへの資金支援，洋

上風力・燃料アンモニア・水素等の技術開発・

支援，脱炭素技術に関する人材育成等の取組を

進めていくものであり，今後，インド太平洋の

新興国との間で同様の対話や協力を拡大してい

くことが期待される。

4．連結性強化

インド太平洋地域で物理的，制度的，人的交

流の 3つの連結性を強化することは，グローバ

ル・バリューチェーンの拡大・深化を通じた経

済成長に寄与する。すでに日本は陸海空の回廊

連結性プロジェクトを中心にハード・ソフトの

両面で ASEAN 連結性強化を支援し，併せて

連結性強化に資する人材育成を進めている10)。

今後，ASEAN・インド間の連結性強化（ダ

ウェイ，モーラミャイン，インド北東州道路

網），東アフリカ（北部回廊・ナカラ回廊），太

平洋島嶼国等のインフラ開発にも力を入れてい

くべきである。また，インド太平洋の一部の国

で「債務の罠」の問題が指摘される中，日米欧

が連携して，APEC，G20等のフォーラムを活

用して中国を巻き込んだ形で債務持続性の確保

や質の高いインフラ投資推進のためのルール作

りを行うことが必要である。こうした質高イン

フラの展開に当たっては，日米豪が連携して進

める Blue Dot Network11)による質高インフラ

の認証や日米豪，日中等の協力枠組みを通じた

第三国市場協力を進めていくことが期待される。

5．サプライチェーンの強靭化

2020 年 7 月に医療品・食品等の非関税障壁

の削減，貿易円滑化・電子商取引の促進等のサ

プライチェーン強靭化支援を含む「日ASEAN

経済強靭化アクションプラン」12)が発出され

た。また，世界有数の人口を抱え，有為な IT

人材を輩出するインド経済圏と，日本企業が既

に高度な製造業サプライチェーンを構築してい

る ASEAN 経済圏を実質的に連結して，広域

な地域サプライチェーンを構築するため，2021

年 4 月に日豪印の経済大臣の間で「サプライ

チェーン強靭化イニシアティブ（SCRI）」13)を

立ち上げることで一致した。具体的には，サプ

ライチェーン強靭化に関する企業のベストプラ

クティスの共有，サプライチェーンの可視化，

ビジネス・マッチング，デジタル協力等の取組

を進めていく。また，米国が，半導体・蓄電

池・重要鉱物・医薬品等の重要物資・機微技術

に関するサプライチェーン強靭化を推進する中

で，日米豪印の枠組を活用し，重要・新興技術

に関しては，電気通信の機器供給者の多様化，

技術の開発動向・機会のモニタリング，重要技

術サプライチェーンに関する対話等を進めてい

く予定である。
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6．地域経済統合

世界に経済連携の網を張り巡らせることで，

インド太平洋地域で成長する大市場を取り込ん

でいくことが日本の成長にとって不可欠であ

る。日本は，CPTPP，日 EU・EPA，RCEPな

どの締結を通じてメガ FTAの中核に位置し，

また，米国，英国とも二国間 FTAを発効させ

ており，発効・署名済みの FTAの相手国が全

貿易額の 80％近くを占めている。今後の課題

としては，CPTPP に関して英国や CPTPP 未

参加の RCEP 参加国の加入を促進すること，

また，RCEPの早期発効とインドの復帰，日中

韓 FTAの早期妥結を進めていくことなどが考

えられる。「労働者・中間層のため」の通商政

策を標榜する米国が CPTPPに早期復帰するこ

とが望ましいが，仮にそれが難しければ，米国

や欧州と連携して有志国を中心とするデジタル

やグリーンなどのセクター別の協定や，人工知

能・電気自動車等の国際標準づくりに向けた協

力を進めていくことも選択肢として考えられ

る。

7．デジタル経済・社会

コロナ危機への対応のため，各国でデジタル

経済・社会の深化やデータ戦略強化の動きが顕

在化している。デジタル技術を活用してポス

ト・パンデミックの経済・社会の諸課題（医

療・健康，都市化，環境・エネルギー，経済格

差）の解決を目指す市民主体のデジタル経済・

社会のモデルをインド太平洋諸国に広げていく

べきである。すでに日本として，アジア新興国

へ資金・人材・技術・ノウハウを戦略的に投入

し，日本企業と新興国企業との共創により新規

事業創出を図る「アジア・デジタルトランス

フォーメーション（アジア DX）」14)を進めて

おり，インド太平洋地域の SDGsへの貢献や日

本の経済・社会改革につなげていくべきであ

る。また，安心・安全なデータ流通・デジタル

技術の活用を図るためには，データの適切な保

護，取引における信頼が重要な判断要素となっ

ており，「信頼性のある自由なデータ流通

（DFFT）」15)の具体化を進めていくことが必要

である。WTO，APEC，EPA/FTA を通じた

自由なデータ流通圏の拡大，5G，AI，スマー

トシティ等の新たな分野における国際標準化な

どの取組を進めていくべきである。

8．マクロ経済・金融

アジア通貨危機以来，ASEAN＋ 3 の枠組み

で推進してきたチェンマイ・イニシアティブ

（二国間通貨スワップ取極）16)やアジア債券市

場イニシアティブ17)の取組の更なる深化を目

指していくべきである。コロナ禍に対する経済

対策のため大規模な財政支出を余儀なくされて

いる新興国に対して，日本として「新型コロナ

危機対応緊急支援円借款」18)を通じて機動的

に資金を供給してきたが，今後も臨機応変に資

金支援を行っていくことが望ましい。また，コ

ロナ禍によりデジタル経済社会が深化する中

で，デジタル人民元など中央銀行デジタル通貨

の取組が拡大しているが，日本としても中長期

的にはインド太平洋地域を視野に入れた透明性

や法の支配，健全な経済ガバナンスを確保した

デジタル通貨の構想を検討すべきである。

9．産業界との連携

インド太平洋地域の成長を実現するために

は，民間の活力やイノベーションが必要不可欠

であり，産業界の要望を踏まえて，この地域で

のビジネス環境整備や官民連携の協力案件を進
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め，その成果の普及を図るための国際フォーラ

ム開催やメカニズム構築を進めるべきである。

日本政府としても，産業界から具体的な要望を

聴取し，FOIPの理念や原則に基づく協力のス

トーリーを作り上げ，政策をパッケージ化して

いくことが求められている。例えば，米国主導

のインド太平洋ビジネスフォーラム19)やイン

ドネシア提案のインド太平洋インフラ連結性

フォーラム等の場を利用して，特定地域（例：

メコン地域）や特定分野（例：スマートシ

ティ）を対象とした経済開発の政策パッケージ

（インフラ整備，人材育成，キャパシティ・ビ

ルディング等）を有志国の官民連携の下で進め

ることも考えられる。

10．大学・研究機関との連携

自由で開かれたインド太平洋の実現を目指し

て，大学・研究機関等による知的貢献・交流を

深めることが必要である。すでにASEAN+3，

APEC，G20等のフォーラムでは，大学・研究

機関を中心とするトラック 2 フォーラムが形成

され，政府を中心とするトラック 1 フォーラム

に対して政策提言を行っている。今後，

ASEAN+8の東アジアサミットの枠組みの下

で，東アジアサミット参加国の大学・研究機関

や国際機関が連携してインド太平洋地域での

AOIP に関連した海洋協力，SDGs，コネク

ティビティ，その他経済・社会分野における協

力の具体化に向けた政策提言を行うようなト

ラック 2 フォーラムの設置が期待される。

［注］
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15）信頼性のある自由なデータ流通（DFFT）（https://www.
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最近の動向」（2021年 5月 24日，経済産業省）https://www.

meti.go.jp/shingikai/sankoshin/tsusho_boeki/008.html
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